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はじめに
FD（Faculty Development）における授業改善は、社会要請と現実との
乖離が著しい。あらゆる要因が交錯する大学教育の現場は、問題の捉え
方、解決の方法、その評価は多岐に渡る。本稿は、平成23年度に採択さ
れた科学研究費補助金・基盤研究（B）「大学の授業デザイン体系化とFD
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専門家養成に関する研究」（代表、赤堀侃司）における、平成24、25年度
の成果について述べている。研究全体の中では、大学授業改善の問題点を
いくつか指摘しているが、本稿では「研究を基盤とした、FD専門家の養
成ができていない。授業は、状況依存であるために、一般的な知見は役に
立たない。授業評価の実施はできるが、個々の教員の授業改善へのアドバ
イスができない。」（赤堀 2012）の３点について、次に示す方法で解決す
ることを目的としている。
大学教育に関する知識が初心者である本研究の共同研究者の１人（以
下、FD支援者と呼ぶ）が、本学の様々な授業をビデオ撮影し、授業者の
内観的な暗黙知（以下、実践知と呼ぶ）を構築してゆくことで、FDの専
門家である、FDer（Faculty Developer）が養成され、最終的に教員へ授
業改善のコンサルテーションが行える存在を準備するという、１つの提案
（図１）を試みている。今回の場合は、上記の経緯で図１における、改善
と適用は、FD支援者が行った。本稿に関わる養成は２年間に渡って行わ
れ、その具体的な内容は、10人の教員、37コマの講義を撮影し、授業内
の教育技術（以下、技法と呼ぶ）を分類しデータベース化する営みを主軸
として、その過程で培われた実践知、教員へのインタビューおよび対話、
学生との対話、FDに関わる各種のフォーラムへの参加などを経験し、総
括である実験として４人の教員へ授業改善を図った。結果は、可である。
本論文は、次に示す構成になっている。第１章では、実践知を得ると仮
定された方法である、ビデオ撮影やインタビューに関わる省察の効果を、
実践知が変容してゆく過程を含めて述べ、FDerへの養成方法の妥当性を
検討する。また、それらの活動を基盤に開発されたデータベースについて
述べる。第２章では、FDの現状を把握した上で、授業改善のコンサルテー
ションへの適用に向けた姿勢と方法を述べる。第３章では、コンサルテー
ションの結果と考察を述べる。第４章は、結論と今後の課題である、FD
における本稿の位置づけと運用・継続の可能性を論じる。
大学授業技法データベースの開発と授業改善への適用
−67−
図１　養成のフレームワーク
１．FD 支援者の養成
（１）FD支援者の特徴
まず、FD支援者の特徴について確認する。FD支援者の立場は研究員で
あり、厳密には、学生でも教員でも職員でもない。どの主体から大学教育
を見つめるかということに制約を受けないため、授業改善に収束される一
つの視点で、授業を茫と眺められる、中立に近い立場にある。そして蓄積
される大学教育の知識は、自らの学校での教育経験および、本研究の養成
方法による経験が基盤になる。したがって、FD支援者による授業改善に
おいては、大学を組織する各主体という立場から放出され、個人の素養と
バイアスによって、教員へ向けた授業改善が成される、という特徴を持
つ。以下より、養成方法に関わる効果を述べるが、これらはFD支援者の
内省による。
（２）授業撮影の効果
授業撮影に伴う養成方法は、90分間の講義・授業（以下より、便宜上
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授業で統一する）を10分の映像に編集することおよび、授業の中で見受
けられた技法を映像で抽出することである。そして、その過程でFD支援
者は授業を見る目が肥えて、FDerになるとされている。撮影した授業は、
18人の教員、21種類の科目、86コマである。本稿におけるFD支援者は、
内37コマの編集に携わった。また、授業撮影は、個人的に依頼した。
前者の方法あたっては、授業内容の要諦を理解した上で、教員のいわゆ
る指導案を想像して、それらのねらいを解釈することが、要点に絞った編
集には必要である。したがって、その過程を終えるまでは、能動的に繰り
返し授業映像を見ることが求められるため、省察は動機付けられる。後者
の方法は技法に着目するため、他授業で見受けられた技法との比較が容易
であり、部分的な実践知の蓄積が可能であるが、今回は授業改善に用いる
ことを視野に入れ次に示す分類方法を考え、それを期待した。
・類似した教育方法の分類
・類似した授業状況に応対する技法の分類
・類似した授業状況を生成した技法を分類
１つ目は例えば、「学生への質問の仕方」は、ランダムに指名する、多
数決を取るなど種種あるが、そのような形式を体系化する分類である。２
つ目の例としては、「教室が騒がしくなってきた」ときに、叱ることは静
かになる１つの方法であるが、教員が板書を始めれば学生がノートを取り
始めるため、結果的に静かになることもまた方法であり、このような状況
へ試みられた応対の分類である。３つ目は、「ビデオ教材に集中できる環
境を整える」ねらいがあるときには、集中力を欠かないよう５分程度のビ
デオにする、映像を流す前にあらかじめ教授したいことを問うペーパーを
配る、教室の暗幕を締め画面だけに集中する環境を作る、などの生成した
い状況へのねらいが類似している技法の分類を指す。それぞれの分類にお
いて、異なる教員の授業であっても同様の技法・効果が見受けられた場合
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は傾向となるため、この実践知がより確からしいと考える。
能動的に繰り返し見ることによる実践知の蓄積は、次第に短期間であっ
ても特定の情報を多く獲得できる、分類が深化するなどのメリットもある
が、同時に、慣れによる見過ごしや、新規制の発見の難しさなどのデメ
リットもある。しかし映像として残るという特性は、デメリットを克服す
る可能性がある。さきの教室を真っ暗にする方法を繰り返し視聴していた
際に、スマートフォンを弄る学生の中に、机を照らしてノートを採る学生
を何人か発見したことがある。あらゆる学生の表立った意思表示をつぶさ
に観測できることも、映像の再現性による省察のメリットである。
（３）教員へのインタビューの効果
（２）で得た実践知を、内省の範囲に留めず極力確かなものとすること
を目的として、撮影にご協力いただいた何人かの授業者に、主に技法に関
するインタビューを行った。養成を念頭に置くため、授業内の特徴的な技
法を抽出し、あらかじめ導入方法や効果などを明確にした上で質問を行っ
た。次に示すのは、「学生へ質問する時に手が上がりやすい状況」が生成
されていると思われた、技法の組み合わせに対するインタビューの例であ
る。
（ｉ）FD支援者の考えた技法の詳細
『学生へ質問する時に手が上がりやすい状況』
技法の状況：学生への質問する際に、あらかじめパワーポイントの
スライドの中に質問が埋め込まれており、答えの選択肢がいくつか
設けられていた。質問の際に、「どう？答えられる人いる？」など
の声をかけ、教員自ら手を挙げるジェスチャーをしていた。
状況の解釈：ジェスチャーにつられて、挙手する学生の姿が見受け
られ、加えて選択肢があることで、学生が解答しやすい環境が作ら
れる技法であると考えた。
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（ⅱ）教員の考える技法の詳細（インタビューへの回答）
どのように手を挙げさせやすくするかについてはいろいろあり、ま
ず、挙げさせやすくしなければいけない。となると、スライドに作
りこむ質問の中にある程度答えを織り込んだり、また１択や４択に
するとさらに反応するようになる。答えが見えないのに答えよと
言っても、みんなうーんとなってしまうが、「１，２，３，４の中でど
れだと思う？」と言いながら、「こうだよね」と解説し、だんだん
答えを絞り込んでいくと、挙手し始めることがある。また、どんな
に間違っても手を上げたら、成績評価にカウントするというシステ
ムから、果敢に手を上げる学生もいる。 
（ⅲ）実践知が養成されたFD支援者の考えた技法の詳細
手が上がりやすい状況を生成するためには、（ⅰ）の方法に加えて、
挙手自体を評価するシステムを加える、学生のコメントに応答しな
がら、徐々に絞り込みを行うという条件を加えれば、それは促進さ
れる。
インタビューの点線は、FD支援者と教員の考えが一致している部分を
示しており、実線は、FD支援者が新たに獲得した実践知を示している。
また、授業の感想を伺った学生へのアンケートでも、「教員のフォローが
あるから手を挙げやすい」「選択肢があり答えやすい」など、同様の考え
が示されることが多くあった。すなわち、ある技法において、学生、とり
わけ教員とFD支援者の解釈が同調する部分は、FD支援者は相違ないと考
えられる実践知として定着されてゆき、それ以外の考えは、早速了解する
かあるいは、経験を重ねることで含蓄も含めて次第に理解されると考えら
れ、FD支援者が所有していた実践知の全体像を押し広げる効果がある。
インタビューでは、時に教員の人格や過去の経験にふれることがある。
技法１つにおいても、研鑽の上に成り立ちうる技法であったり、教育者と
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しての理念上成り立つ技法であったり、その条件の複雑性を知り、技法の
見立て方が改善される機会になる。ここでは具体例の記述は避けるが、要
点は教育の意図の深みを学び、技法の文脈を知るという意味で、実践知の
深化が期待できる。ただし、研鑽の理由や理念などの個人に収束される教
育の非普遍的な側面は、次に示す理由から、双方の表現者の力量を考慮す
る必要がある。「理念のように人に内在する本質的なものの考え方は、言
語化により、より鮮明に深化する場合もある一方で、こころの中に穏やか
に鮮明な形を持たないまま存在し続ける、あるいは存在させたい感情に結
び付く場合もある。後者は表現力の問題などにより、言語化により破壊や
陳腐化が生じ、正確な伝達が不可能である場合や、他者の賛同や共感を必
要としない場合もある。」（舩田 2012）
したがって、インタビューによる養成は、認知はしていたが不明瞭で
あった技法に関する意味が鮮明になることから、質的に高い養成の効果が
期待できると考えられる。
 （４）データベース化の効果
上記の（２）、（３）で得られた実践知の集積は、大学授業データベース
として構築された。イメージを図２に示すが、この２枚のサンプルが１つ
の技法であり、データベースはおよそ40の技法から構成されている。デー
タベースは、教員との対面による授業改善のコンサルテーションに際し
て、即時的にデータを提示できる、タブレットの電子書籍形式を採用し、
iPadへ実装した。機能は、動画再生機能を備えているが、その動画は１章
（２）で得た技法の分類によって抽出された映像データを挿入し、実践知
は言語化可能な範囲で、次の項目にまとめられた。
・授業形態、科目、受講人数
・問題解決の糸口：技法の大まかな効果を記述し、実践として採用され
た時に状況がどのように改善される可能性があるかを示している。
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・状況：動画内のおおよその授業状況を説明している。
・学生に期待される効果
・教員に期待される効果
・留意点
・類似した技法：（２）の分類法で得た、関連のある技法の動画を挿入
し、その説明を記述している。
データベース化は授業改善の道具として役立てられるが、データベース
化自体をFD支援者の養成という意味で考えると、実践知を表現すること
が、実践知の省察を動機づけると思われる。これらは、実践の束ではある
が、研究の性質上、断片的な実践知である。網羅への方向性をみたときに
は、継続性が担保されれば、FDのコンスタントな活動の一環として位置
付けることができる。
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図２　電子書籍のサンプル
（５）FDerへ向けた養成方法の特徴と妥当性
本養成方法に従った授業撮影と編集の効果では、省察は明確に動機付け
られ、授業の比較による技法の分類は、実践知の蓄積を意味している。授
業者へのインタビュー、学生へのアンケートは、実践知の信頼性を高め、
知見の広がりや深化が期待できる。データベース化は、養成方法による成
果を表現させ、授業改善へ向けた道具になる。
授業を横断的に観察できるというFD支援者の特徴は、授業改善に用い
る実践的な視点において、教員による授業参画の代理体験、一受講生とし
て、加えて受講生全体の意思表示の観察者である学生の代理体験を含意す
るため、複眼的な見方を用いることのできる可能性が示唆される。これら
は、授業改善へ向けて実用性の高い技術であり、FDerへの養成方法とし
て妥当であると考えられる。
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２．FD への現状認識とコンサルテーションの方法
（１）FDの現状認識
FDをマクロレベルに見た、日本の各大学で行われている具体的な活動
内容は、「研修会」「教育方法改善のための講演会などの開催」が多く、一
方で「教員相互による授業評価」は最も少ない（文部科学省 2011）。すな
わち、「FDerがクライアントに一対一で関与し、共同で授業に生起する問
題の解決を目指す試み」（佐藤 2009）などの個人に対するミクロレベルの
FDを行っている大学は、少数派であると思われる。本来的に大学教員に
は、正式な大学教育に関する訓練を受ける義務は無いことから、所属大学
におけるミッションを除けば、教育という営みの良否を問わず個人の素養
に依存し、また常に個人に裁量が問われ続けられていると考えられる。こ
のような状況下でも、各教員の授業は大学教育と向き合いながら気高く試
み続けられ、その教育成果は、時期の長短を問わずコンセンサスを得られ
た時に発現されると考えられるため、教員自身も評価が困難な状態にあ
る。したがって日本の大学のFDの基本的な現状は、個人差が生成される
システムの中にある課題であり、デリケートな問いであると考えられる。
本稿におけるコンサルテーションの対象となった大学は、大多数の傾向
にあてはまるものと思われた。またコンサルテーションは、個別の授業改
善を目的としているため、基本的なFDの段階から飛躍して、発展的な授
業改善を行なった事例となる。
（２）コンサルテーションへの姿勢と課題の設定
上記のように現状を認識し、養成方法の中で得た大学教員の全体的・個
別的な特徴を考えると、次の姿勢で授業改善に適用することが望ましいと
思われた。
第１に、教員の個人差である、技法や価値観などは多様性と捉え、それ
を理解するように努めることが必要である。多様性の中で、何をどのよう
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に改善するかという課題の設定は、教員と受講生のそれぞれの要望を調査
することとした。教員の要望は、シラバスと、対象教員にコンサルテー
ションを行う前に、いくつかの質問を行うなどして、顕在的・潜在的な
ニーズを取得した。受講生の要望は、授業評価アンケートなどを用いて調
査した。学生の評価アンケートは疎かにされがちであるが、本稿において
は有用性が高い。それは、項目や評価基準はともかくとして、学生は様々
な授業を受講した上で相対的にその授業を評価しており、評価するために
受講しているわけではないという条件がかえって、科目や単位取得の難易
度、受講者集団のおおよその傾向を垣間見、評価の差異を生む因果関係の
確認ができるためである。そして、理想（それぞれの要望）と現実（実際
の授業）の差異に焦点を合わせ、改善の可能性があるニーズを課題とし設
定した。
第２に、元来改善は弱点の把握が伴うが、その耐性がほぼ無い状態で
は、理想として信頼関係からくる心的融和の状態が望ましいと考えられ
る。しかしながら、それは容易ではないため、コンサルテーションは受容
の態度で臨み、提案内容は養成方法によって得た実践知の知見に範囲を限
定した。FD支援者の実践知の特性は、対象教員の課題認識に先立つ試み
を所有している可能性があり、より具体的に代替案を提示できることが強
みであるため、課題の指摘には必ず提案を含ませ、他主体とは異なる形で
信頼関係の構築に努めた。
また、提案内容のねらいの範囲に関して、１つの技法においても、多様
な効果が期待できる場合があることに着目すると、顕在的ニーズを満たす
試みを提案しながらも、潜在的ニーズを満たせる可能性がある。それに
は、「意図のずらし」と呼ばれる、「相手の欲求をより良いものへと変える
ために、相手の真の「ニーズ」、当人も分かっていない本当の「ニーズ」
を洞察し、それに向けて、相手の「ニーズ」をずらす」（田中 2012）方法
を可能な範囲で用いることとした。
赤堀侃司・上岡丈敏・神戸文朗・益田勇一・佐藤弘毅・柳沢昌義
−76−
（３）コンサルテーションの方法
コンサルテーションの方法は次の手順で行った。①～④はそれぞれおよ
そ１週間の間隔がある。
１．事前コンサルテーション：教員と対話し授業に関する情報を得る。
２．授業の撮影：授業撮影を行い課題の所在を明らかにする。
３．事後コンサルテーション：授業改善のコンサルテーションを行う。
４．授業の撮影：授業撮影を行い改善の是非を確認する。
３では、基本的に資料を用意し口頭で説明を行い、内容によってデータ
ベースを用いて説明することとした。４の改善の測定効果は、２の状態と
比較して、指摘した課題がポジティブな方向へ改善され、ねらいが成果と
して表れたかどうかを判断基準とした。
３．授業改善コンサルテーションの結果と考察
（１）授業改善コンサルテーションの結果
表１はコンサルテーションの結果を示している。FDの特性である秘匿
性により、詳細の記述は避けている。教員Ｄのみ、所属大学は異なる。コ
ンサルテーションにおける提案数は、１人の教員に対して２案か３案であ
る。「提案内容の採択」は、課題を指摘し提案した改善案が受け入れられ
たかどうかを示している。「提案内容の変化」は、提案した改善案を教員
が改善する、あるいはコンサルテーション中に教員とFD支援者とが、相
互的にアイディアを出し合い改善案を作るなど、提案内容が変化したかど
うかを示している。「改善の効果」は、提案の採択あるいは提案内容の変
化によって、改善の効果が認められたかどうかを示している。
例えば表１の見方は、教員Ｂの１番目であれば、提案内容を受け入れた
上で、さらにアイディアを出し合い提案が改善され、その結果改善の効果
が認められたという具合である。
結果は、教員Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを合わせて、すべてで10の提案を行った
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が、提案内容は７つ採択され、提案内容の変化は３回見受けられ、改善の
効果は６つ確認できる。
表１　コンサルテーションの結果
　 改善点
提案の
採択
提案内容の
変化
改善の
効果
教員A
進行のスピード 採用 なし あり
質問の方法 不採用 なし なし
教員 B
配布資料 採用 あり あり
進行のスピード 採用 なし あり
双方向性 不採用 なし なし
教員C
集中力 採用 なし あり
説明方法 採用 なし あり
教員D
時間効率 採用 あり なし
グル プーディスカッション 不採用 なし なし
動画 採用 あり あり
（２）授業改善コンサルテーションの結果の考察
提案の採択は、優位性があると考えられる。不採用の理由は、教員と科
目の特徴を十分に理解していないことを示している。提案内容の変化につ
いては、提案内容の不十分さが示されている一方で、指摘された課題を教
員が了解し、意識が変化したことの価値は高いと思われる。今回の場合
は、信頼関係が次第に構築されてゆくと同時に、相互的にアイディアを出
し合う関係へ向かう傾向があった。改善の効果は、見受けられたといえ
る。また、提案内容は全部で７つ採用されたが、その内６つの改善の効果
が認められた結果は、重要であると考えられる。また、本養成方法で得た
あらゆる科目の実践知は、他科目で用いても適用可能であり、教員Ｄの成
果は、他大学でも応用できる可能性を示唆している。したがって、本養成
方法に伴った授業改善は、可であるといえる。
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４．結論
はじめに、に示した問題意識にたち返る。「研究を基盤とした、FD専門
家の養成ができていない。」は、本養成方法により、解決できる可能性が
ある。「授業は、状況依存であるために、一般的な知見は役に立たない。」
は、実際の授業状況から知見を得ることで、有用性の高い実践知の蓄積で
きることがわかった。「授業評価の実施はできるが、個々の教員の授業改
善へのアドバイスができない。」は、本養成方法との組み合わせによって、
授業改善のアドバイスと改善の可能性を有している。以上の成果は、いず
れ各大学に要請されると考えられる、「教員の求めに応じて授業の実態を
診断し、具体的な助言を行うコンサルテーションの充実に努める」（文部
科学省 2008）段階に際し、実用性の高い事例として位置づけることがで
きる。
今後の課題である、運用・継続の可能性は、仮に本研究が大学版授業研
究として創設されるか、FDの一環として運用・継続されれば、データベー
スの進化や、FD担当者の臨床的感覚（神藤2010）や、授業コンサルタン
トのスキル（田中 2010）などに着目して、より精度の高い養成が期待で
きるだろう。しかしながら運用・継続には前提条件として、各大学の規模
と、各大学のFDに対する捉え方などが著しく影響すると考えられる。す
なわち、FDerの養成には時間と費用がかかり、その試行には各大学のFD
の進度が深く関わるのである。費用と時間などの課題とFDを絡めれば、
各大学で取り組まれつつある、学生FD（立命館大学、東洋大学など）と
いう試みは、取り組む価値があると考えられる。それは、学生が学生以
外の視点に立ち、各主体に働きかけるという意味を含んでいるからであ
る。本研究はFD支援者、教員、学生の順に間接的に学生を動機づける試
みだったといえるが、FDの進度を高めるために学生、教員、FD支援者の
順で動機づけられる理由を与え、教員集団の日常性からボトムアップを期
待する方法を考えることが今後の課題である。
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